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厚生労働科学研究費補助金（健康安全・危機管理対策総合研究事業） 

総括研究報告書 

 

地域保健事業におけるソーシャルキャピタルの活用に関する研究 

 

研究代表者 藤原佳典  

東京都健康長寿医療センター研究所社会参加と地域保健研究チーム 研究部長 

 

【研究要旨】 

本研究班の目的は多くの自治体で汎用性がある「ソーシャルキャピタル（以下、SC）を

活用した地域保健事業マニュアル（仮称）」を作成することである。 

第 1部については、まず、専門職が日頃どのように SC を活かした事業に取り組んでいる

のか，また地域住民の意識や活動団体の状況を把握しているのかインタビュー調査の結果，

専門職が SC を活かした事業に取り組むためのポイントとして，地域住民が主体になって地

域の課題を解決していくプロセスを重視したサポートを行うことや，活動の継続および拡

大を目指す上で，共通の普及ツール（映像等）を活用することの重要性が示された。 

次に、活動の持つ SC の構成を検討したところ、『地域への波及』、『発展性』、『多様性』

の 3 因子が抽出された。これらの下位因子と活動属性との関連を調べたところ、地域への

波及得点は継続年数が長いほど高い傾向がみられた。多様性得点は小学校区、中学校区く

らいの活動で得点が高かった。それぞれの活動の持つ SC の現状を正確に把握し、現状の SC

に見合った活動展開方法をとる必要があることがわかった。 

更に、SC の醸成に関する要因を検討するにあたっては、良好な事例の収集だけはなく、

毀損された事例の検討も有用であると考えられる。しかし、インタビューに応じてくれた

事例においても報告書への詳細の記述については了承が得られなかった。SC の毀損事例を

収集することは、現実では、容易ではないことが分かった。 

第 2 部については、研究班の成果物「地域の健康づくり実践マニュアル」を活用し、自

治体が SC についての研修プログラムを企画・実施する上で，参考となる資料を作成するこ

とを目的として自治体の SC に関する研修受講者を対象に「SC を活かした地域保健事業を進

める上で必要だと思う研修内容」についてアンケートを実施した。その結果、SC の評価方

法、組織内部での連携方法等、研究班が設定したすべての項目について研修を希望するこ

とがわかった。

研究分担者 

稲葉 陽二（日本大学法学部 教授） 

角野 文彦（滋賀県健康福祉部 次長） 

川崎 千恵（国立保健医療科学院生涯健康研

究部 主任研究官） 

高尾 総司（岡山大学大学院医歯薬学総合研

究科 講師） 

澤岡 詩野（公益財団法人ダイヤ高齢社会研

究財団 主任研究員） 
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野中 久美子（東京都健康長寿医療センター

研究所 社会参加と地域保健研究チーム研

究員） 

倉岡 正高（東京都健康長寿医療センター研

究所 社会参加と地域保健研究チーム研究

員） 

村山 洋史（東京都健康長寿医療センター研

究所 社会参加と地域保健研究チーム研究

員） 

 

研究協力者 

小幡 鈴佳（滋賀県健康福祉部健康長寿課） 

長谷部 雅美（東京都健康長寿医療センター

研究所 社会参加と地域保健研究チーム） 

村山 幸子（東京都健康長寿医療センター研

究所 社会参加と地域保健研究チーム） 

安永正史（東京都健康長寿医療センター研

究所 社会参加と地域保健研究チーム） 

金子裕利（社会福祉法人横浜博萌会 汲沢

地域ケアプラザ） 

藤原 啓子（横浜市健康福祉局 福祉保健課） 

室山 孝子（横浜市青葉区福祉保健課） 

矢島 陽子（横浜市南区福祉保健課） 

石川 貴美子（秦野市福祉部高齢介護課） 

小宮山 恵美（東京都北区健康福祉部介護医

療連携推進） 

 

Ａ．研究目的 

都市化や過疎化に伴い地域社会が衰退す

るなかで、すべての世代に共通して社会的

孤立が課題となっている。 

社会的孤立の解決の糸口を求めて高齢者

の見守り活動や子育て支援といった、住民

相互の信頼、規範、ネットワーク、つまり

ソーシャルキャピタル（以下、SC）1)の醸成

を促す取り組みが各地で行われている。 

SCはヘルスプロモーション事業が健康や

生活にもたらす効果を強化したり、事業自

体を評価する際に活用可能な理論基盤であ

る 2)。ヘルスプロモーション事業の健康へ

の効果や普及・浸透の程度は、そのプログ

ラムの質や参加者の特性だけでなく、当該

地域の SC の特性によっても規定される。同

時に、プログラムによって向上した SC は、

次に新たに展開あるいは継続されるプログ

ラムに影響を与える。このような相乗構造

がポジティブに継続されると、プログラム

の効果が地域の中で持続性を持ち、広義の

地域保健事業と SC は互恵的な関係性を持

つことができる。 

しかし、SC と健康との関連についての研

究成果を地域保健事業にどのように還元・

活用できるのか、或いは SC を醸成する方法

論が明確でないため、地域保健実務者には

事業と SC の関連が理解されにくい。そこで、

本研究では、これらの方法論を明確にし、

具体的な SC の活用方法を提示することを

目的とする。 

更に、本研究班は 2 か年計画であり、初

年度(2013年度)はその基礎資料の収集と分

析および総括を行うこととした。 

最終年である本年度(2014年度)には学術的

評価に基づき事業実施に必要な要件を示し

た「(仮称)SC を活用した地域保健事業マニ

ュアル」を作成することを目的とする。 

 

Ｂ．研究方法 

本研究は第Ⅰ部「SC を活用した様々な事

例の多角的評価」、第Ⅱ部「研修プログラム

の開発」の 2部から構成されている。 

 

Ⅰ部「SC を活用した様々な事例の多角的評

価」 

第 1章：SC を活用した優良事例から見る
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専門職の関わり（担当：倉岡正高、長谷部

雅美、村山幸子） 

保健師などの専門職が日頃どのように

SC を活かした事業に取り組んでいるのか，

また地域住民の意識や活動団体の状況を把

握しているのかなどを明らかにし，マニュ

アル作成の参考にもすることを目的とした

半構造化法によるインタビューを実施した。

主な調査内容は，各事例の概要と事例を通

じた SC 活用や醸成に関わる専門職の視点

や具体的な関わり等であった。 

 平成 25 年度に実施した横浜市内の全地

域ケアプラザ調査の中から，特に SC を活

かした事例に取り組んでいる事例として横

浜市の汲沢地域ケアプラザの事例を抽出し，

地域活動交流コーディネーターを対象にイ

ンタビューを実施した。 

また，全国の優良事例を，各種専門誌や

学術誌を参考に抽出し，調査協力が得られ

た高知市の「いきいき百歳体操」について，

活動を担当している市（本庁）および地域

包括支援センター所属の保健師を対象にイ

ンタビュー調査を実施した。 

 

第 2 章：地域保健事業における活動の持

つ SC の構成概念の検討～神奈川県横浜市

保健師および地域ケアプラザへの調査結果

～(担当：村山洋史） 

SC を活かした地域保健事業の優良事例に

ついて、活動の持つ SC の構成を検討し、そ

れと活動継続年数、活動箇所、活動範囲と

いった活動属性との関連を明らかにするこ

とを目的に平成 25年 10 月～11月に横浜市

の保健師、および平成 26 年 2月～3月に地

域ケアプラザ職員を対象に、地域の SC の向

上に寄与していると考えられる地域保健事

業の優良事例について郵送調査を実施し実

施し、601 事例（保健師 469 事例、地域ケ

アプラザ職員 132 事例）を収集した。 

 

第 3 章：SC 毀損事例の収集(担当：高尾

総司） 

 SC の醸成に関する要因を検討するにあた

っては、良好な事例の収集だけはなく、良

好な事例と比較をするための対照、つまり

毀損された事例の検討も有用であると考え

られ、最終年度は毀損事例の収集を行った。

ただし、郵送等での質問紙調査では得られ

にくい情報であるので、(1)先行文献の調査、

(2)研究者の知りうる範囲での事例の検索

（例えば、市町村合併等に際して、活発だ

った組織活動が停滞もしくは解散等にいた

った事例）、(3)岡山県内各市町村担当者へ

の事例提供依頼を行った。 

 

第Ⅱ部「研修プログラムの開発」 

第 1章：「地域の健康づくり実践マニュア

ル」を用いた研修プログラム立案の手引き

の作成（担当：川崎千恵） 

本章では研究班で作成した「地域の健康

づくり実践マニュアル」(＝「ソーシャルキ

ャピタル（以下、SC）を活用した地域保健

事業マニュアル（仮称）」)を活用し、各自

治体が研修プログラムを企画・実施し、実

践の参考となる資料を作成することを目的

としている。 

SCに関する講義の依頼があった自治体に

おいて、講義終了後に受講者 80 名に対して

アンケートを実施した。その際に「人と人

とのつながり（SC）」を活かした地域保健事

業を進める上で必要だと思う研修内容につ

いて、尋ねた（複数回答）。 

 

Ｃ．研究結果と考察 
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Ⅰ部「SC を活用した様々な事例の多角的評

価」 

第 1章：SC を活用した優良事例から見る専

門職の関わり（担当：倉岡正高、長谷部雅

美、村山幸子） 

優良事例に対するインタビューを通じて，

専門職が SC を活かした事業に取り組むた

めのポイントとして，下記の 3 点が明らか

となった。 

１．保健師や地域コーディネーター等の専

門職は，地域住民が主体になって地域の課

題を解決していくプロセスを重視し，その

サポートを行う。その上で，キーパーソン

となる住民と協働して，地域のアセスメン

トを行うことが重要である。 

２．共通の普及ツール（映像等）を活用す

ることで，参加者や，対象となり得る住民

に活動の効果や必要性を直感的に認識して

もらうことが可能となり，活動の継続およ

び拡大につながる。 

３．住民の主体的な働きかけに支えられた

活動は，地域に根ざした取り組みとして SC

の醸成に寄与するだけでなく，専門職の業

務の効率化や負担軽減にもつながり得る。 

 

第 2 章：地域保健事業における活動の持つ

ソーシャルキャピタルの構成概念の検討～

神奈川県横浜市保健師および地域ケアプラ

ザへの調査結果～(担当：村山洋史） 

10 項目の活動項目について因子分析を行

ったところ、「住民の SC の変化」、「地域の

SC 醸成への寄与」等が含まれる『地域への

波及』、「参加者の増減」、「実施・運営者の

増減」、「関与者・団体の増減」が含まれる

『発展性』、「地域資源の活用」、「年齢構

成」、「他の活動とのつながり」が含まれる

『多様性』の 3 因子が抽出された。これら

の下位因子と活動属性との関連を調べたと

ころ、いくつかの傾向が見られた。活動継

続年数との関連では、地域への波及得点は

継続年数が長いほど高い傾向がみられた。

しかし、発展性得点は、1 年未満の活動を

除くと、継続年数が長いほど得点が低い傾

向が見られた。また、多様性得点は、1 年

未満に比べ 1 年以降での得点が高かったも

のの、1 年以降の得点は横ばいであった。

活動箇所では、多様性得点において、5 か

所以上で活動を展開している活動ほど、4

か所以下で展開している活動に比べて得点

が高かった。活動範囲では、発展性得点は

範囲が広いほど得点が高かったものの、多

様性得点は小学校区、中学校区くらいの活

動で得点が高く、町内会くらい、区内全域

での活動で得点が低かった。 

本章では、優良事例と保健師および地域

活動交流コーディネーターによって認識さ

れている活動について、その活動の持つ SC

を把握し、構成を検討し、それと活動属性

の関連を明らかにすることを目的とした。

横断データによる分析ではあるものの、活

動の持つ SC がどのように構成され、どのよ

うな活動の形態（つまり、継続年数、活動

箇所、活動範囲）であることが活動 SC の程

度と関連するかを明らかにすることで、地

域保健事業の発展・継続についての指針を

検討する一助となることが期待できる。そ

れぞれの活動が持つ SC の現状を正確に把

握し、現状の SC に見合った活動展開方法を

とる必要があると考えられた。地域保健事

業によって、地域の SC がどのように醸成さ

れたかをモニタリングすると同時に、活動

自体が持つ SC にも注目し、それがどのよう

に変化し、今後どのような活動展開が効果
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的かをアセスメントしていくことが重要で

ある。 

第 3 章：SC 毀損事例の収集(担当：高尾総

司） 

(1)先行文献の調査については、23 編の論

文がヒットしたが、16 編は関係の無い内容

であり、6 編はメカニズムとして SC の毀損

について言及されるに留まった。1 編につ

いては、職場の安全文化の毀損を SC、特に

信頼との関係で論じた内容であった。 

(2)研究者の知りうる範囲での事例の検索

については、いくつかの事例についてのヒ

アリングまでは実施できたものの、いずれ

の事例においても報告書への詳細の記述に

ついては了承が得られなかった。 

(3)岡山県内各市町村担当者への事例につ

いては回答しやすくなるよう、事前に研究

班内でも質問文、回答様式については十分

な検討を行ったが、回答は得られなかった。 

以上の結果から、SC の毀損事例を収集す

ることは、容易ではないことが分かった。

したがって、少なくとも本課題については、

事例集のような「お手軽」なものから学ぶ

ことは期待しにくい。つまり、結論として

は、SC を活用した保健活動を企画するにあ

たっては、自らの手で SC が失われた事例

についても、相応にリサーチすることが重

要であるということになろう。 

 

第Ⅱ部「研修プログラムの開発」 

第 1章：「地域の健康づくり実践マニュア

ル」を用いた研修プログラム立案の手引き

の作成（担当：川崎千恵） 

SC を活用した地域保健事業を推進するた

めには、現場の保健師等、第一線の実務者

が本研究班の成果物である「SC を育てる・

活かす！地域の健康づくり実践マニュア

ル」とともにそれを用いた研修を行うこと

が重要である。 

そこで、自治体保健師など実務者を対象

に SC の醸成や活用による、健康課題の解決

を図るうえでの課題 について、８つの項目

から成るアンケートを実施し 74 名から回

答を得た。しかし、研究班で回答結果につ

いて検討した結果、８つの項目の間で特徴

的な差異は見られないと判断した。よって、

本アンケートの結果は研修プログラムを作

成する上で、あくまで参考に留めるものと

した。 

そもそも SC の醸成、活用のためには、自

治体の職員（同職種、多職種、他部門）だ

けでなく、地域組織や NPO、民間事業所な

ど多様な人びとや資源を取り込んでいく必

要がある。彼らと共通認識を持ち、協働で

進めていくために行う研修は、研修の対象

者や研修の目的・目標に応じて、様々なパ

ターンが考えられる。「SC を育てる・活か

す！地域の健康づくり実践マニュアル」を

活用した研修方法は、各自治体によって多

様である必要があり、地域に共通した最

短・最善の回答は存在しえないが、多様な

地域資源を巻き込む考え方やノウハウを習

得してもらう一助になると期待される。 

D．結論 

  保健師や地域コーディネーター等の専

門職が SC を活かした事業に取り組むため

のポイントとして，1)専門職は，地域住民

が主体になって地域の課題を解決していく

プロセスを重視し，そのサポートを行う。

2)共通の普及ツール（映像等）を活用する

ことが指摘され、住民の主体的の活動は SC

の醸成に寄与するだけでなく，専門職の業

務の効率化や負担軽減にもつながり得るこ

とがわかった。 
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地域保健事業・活動の持つ SC は、その

活動がどの程度地域の SC や保健福祉に影

響を与えているかといった「地域への波及」、

活動への参加者や関与者の程度を含む「発

展性」、そして連携する資源や活動関与者の

年齢構成のバリエーションが含まれる「多

様性」の 3 つの概念で構成されることが明

らかになった。また、これらの下位概念と

活動属性との関連の仕方には違いが見られ

た。 

一方、SC の優良事例の検討と共に、毀損

事例のレビューが重要であるが、毀損事例

を収集することは、諸般の事情により容易

ではないことが分かった。 

更に、「地域の健康づくり実践マニュア

ル」を活用した研修方法は，各自治体によ

って多様である必要があり、地域に共通し

た最善の回答はないと考える。 
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厚生労働科学研究費補助金（健康安全・危機管理対策総合研究推進事業） 

分担研究報告書 

 

第 1 章．ソーシャルキャピタルを活用した優良事例から見る専門職の関わり 

 

 

      研究分担者 倉岡正高  東京都健康長寿医療センター研究所 研究員 

      研究協力者 長谷部雅美，村山幸子    同上 

 

【研究要旨】本研究では，専門職が日頃どのようにソーシャルキャピタルを活かした事業

に取り組んでいるのか，また地域住民の意識や活動団体の状況を把握しているのかなどを

明らかにすることを目的に，2 つの優良事例（横浜市汲沢地域ケアプラザ，高知市「いきい

き百歳体操」）に対してインタビュー調査を実施した。その結果，専門職が SC を活かした

事業に取り組むためのポイントとして，地域住民が主体になって地域の課題を解決してい

くプロセスを重視したサポートを行うことや，活動の継続および拡大を目指す上で，活動

の効果を直感的に認識できるような共通の普及ツール（映像等）を活用することの重要性

が示された。住民の主体的な働きかけに支えられた活動は，地域に根ざした取り組みとし

て SC の醸成に寄与するだけでなく，専門職の業務の効率化や負担軽減にもつながることが

明らかとなった。 

 

Ａ．研究目的 

 本研究事業は，地域のソーシャルキャピ

タル（以下，SC）を醸成し，地域の健康増

進や福祉向上に寄与する地域保健事業の要

件や実施手順を明らかにすることが主要な

目的である。この目的にそって，平成 25 年

度，保健師を対象にソーシャルキャピタル

を活かした地域保健事業や活動についての

事例調査を実施した。 

 また，同年度，横浜市の「地域ケアプラ

ザ」（以下，プラザと表記）130 ヶ所を対象

に，優良な地域保健事業や市民活動の事例

を収集し，SC の視点から実態や特徴を明ら

かにすることを目的としたアンケートを実

施した。アンケート調査の結果，47 ヶ所の

プラザから，132 の優良事例が挙げられた。

回答者は，約 9 割が「地域活動交流コーデ

ィネーター」であった。この調査の結果と

して，25 年度実施された保健師調査との違

いとして，プラザ調査の方がより地域レベ

ルの SC や地域の健康アウトカムとの間に

関連性が認められた。 

こうした結果の背景には，プラザ（地域

活動交流コーディネーター）が地域の身近

な福祉保健の拠点として，日頃から地域と

連携した事業を進める中で，地域住民の意

識や活動団体の状況を把握していることが

関連していると推察された。 

 以上の 25 年度調査の結果をふまえ，平成

26 年度では，専門職が日頃どのように SC

を活かした事業に取り組んでいるのか，ま

た地域住民の意識や活動団体の状況を把握

しているのかなどを明らかにし，マニュア

ル作成の参考にもすることを目的としたイ
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ンタビューを実施した。 

 

Ｂ．研究方法 

１．優良事例の抽出 

 25 年度に実施した前述のプラザ調査の

中から，特に SC を活かした事例に取り組

んでいる事例として横浜市の汲沢地域ケア

プラザの事例を抽出し，地域活動交流コー

ディネーターを対象にインタビューを実施

した。 

また，全国の優良事例を，各種専門誌や

学術誌を参考に抽出し，調査協力が得られ

た高知市の「いきいき百歳体操」について，

活動を担当している市（本庁）および地域

包括支援センター所属の保健師を対象にイ

ンタビュー調査を実施した。 

 

２．調査方法 

 インタビュー調査は，横浜市の事例が平

成 26 年 4 月 22 日，高知市の事例が平成 26

年 11 月 21 日に実施した。各インタビュー

の所要時間は約 2 時間であった。インタビ

ューの際には，調査の目的，匿名性は確保

されること，得られたインタビュー内容は

論文として公表されることについて書面と

口頭にて説明をし，同意を得た。なお，本

調査は東京都健康長寿医療センター研究部

門の倫理委員会の審査承認を受けている。 

 

３．調査項目 

 インタビュー調査は，半構造化の方法で

実施した。主な調査内容は，各事例の概要

と事例を通じた SC 活用や醸成に関わる専

門職の視点や具体的な関わり等であった。

以下に，事例ごとのインタビュー調査項目

を記載した。 

 

１）汲沢地域ケアプラザ（横浜市）調査 

ａ）担当地域や施設に関する基本情報，

ｂ）SC を普段どのように意識して業務にあ

たっているか，ｃ）SC を活かした活動や事

業を進める上での課題，ｄ）マニュアル案

を提示し，マニュアルがあればどのように

活かせると思うか？また，どのようなマニ

ュアルや仕組みがあれば SC を活かした活

動や事業を進めることが出来ると思うか聞

き取りした。 

 

２）いきいき百歳体操（高知市）調査 

ａ）「いきいき百歳体操（以下，いき百体

操）」を地域で実施するまでの準備や工夫

（SC の活用等），ｂ）地域住民が「いき百

体操」を実施・継続するための支援方法，

ｃ）「いき百体操」の影響や効果（特に地域

住民の互助・共助の変化）について尋ねた。 

 

４．分析方法 

インタビューの内容は個人の名前が特定

できないようにテキスト化を行った上で，

コード化し，分析した。事例ごとの調査項

目に従ってインタビュー内容を整理した。 

 

Ｃ．研究結果 

１．汲沢地域ケアプラザの事例 

１）汲沢地域ケアプラザとその地域の概要 

 汲沢地域ケアプラザ（以降プラザ）は，

横浜市戸塚区（人口 27 万 5 千人，市内 4

位）のほぼ中央に位置する，区内 10 か所の

プラザの 1 つである。このプラザは民設民

営型のプラザであり，社会福祉法人横浜博

萌会により設置，運営されている。横浜市

のプラザは，公設民営型の施設もあり，そ

の場合，「横浜市○○地域ケアプラザ」とい

う名称が使われている。 
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 担当地区として，汲沢地区（6 自治会町

内会），北汲沢地区（5 自治会町内会），踊

場地区（14 自治会町内会）の 25 の自治会・

町内会を管轄している。地域の高齢化率は

24.4％である。 

 コーディネーターは，地域活動・交流部門

を担当する地域活動交流コーディネーター

の役割は，ａ）地域からの相談窓口，ｂ）

福祉保健活動等に関する情報収集及び情報

提供，ｃ）福祉保健活動団体等が活動する

場の提供，ｄ）自主事業の実施，ｅ）ボラ

ンティア育成及び情報提供，ｆ）福祉教育，

ｇ）地域団体，地域活動支援，ｈ）情報発

信（広報誌発行等）とされている（地域ケ

アプラザコーディネーターハンドブック）。

通常，常勤 1 名のコーディネーターの他，

コーディネーターの補佐役のサブコーディ

ネーター3 名～10 名程度がこうした事業を

担っている。 

 

２）SC を普段どのように意識して業務にあ

たっているか 

 コーディネーターとして SC をどのよう

に意識しながら業務を行っているかとう点

について，いくつかのポイントが挙げられ

る。 

第一に，コーディネーターとして地域に

合わせてどのような接し方をするのか，地

域によって変えているという点である。担

当している地域には前述のとおり 25 の自

治会があり，それぞれの自治会の地域の特

徴は異なる。そうした地域や，自治会長な

どの住民代表者等とどのように接するかは，

各地域の特徴をふまえて接しているとのこ

とである。 

具体的には，プラザのコーディネーター

がその地域で果たす役割は地域の課題や現

状によって変わってくる。プラザの事業の

紹介や施設利用のお誘い，または地域で実

施する事業の提案の内容，進め方などであ

る。地域によって「私の色」に違いがある

と表現するが，地域に合わせていろいろな

役割や立ち振る舞いをすることを常に意識

していることがうかがわれた。 

 第二に，地域における様々な施設や人な

どの間に立ち，関係者がお互いの目的や課

題について共通認識が持てるよう，また作

業ができるように言語化していることであ

る。インタビューでは地域にある学校に地

域住民がボランティアとして関わる取組を

コーディネーターとしてとりまとめた事例

を挙げながら，コーディネーターとしての

関わりを「翻訳」と表現した。学校教育の

現場で求めるものと地域住民が求めるもの

には違いがあり，温度差がある。そうした

違う立場の人達の温度差を縮めるためには，

それぞれの思いや考えをわかりやすく「翻

訳」してあげる必要があり，そうすること

によって本来の目的が達成できるようにな

るとしている。こうした過程では特にクッ

ション役として，直接率直な意見を言いに

くい関係を持った人達の間に入ることによ

って，良い関係が維持できるようにする役

割も果たしているとしている。 

 第三に，住民主体の視点を持った業務の

取り組み方が挙げられる。プラザの職員が

施設で様々な自主事業を行い地域住民に参

加して頂くことが地域にとって良いことか

どうか疑問であるとしている。こうした業

務のやり方はコーディネーターとして評価

されやすいことではあるが，はたしてそれ

が本当に地域にとって良いことなのか考え

る必要があるとしている。大事なのは，地

域に出向いて事業を地域住民と一緒に展開
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しいくことであり，そのために地域住民の

話を様々な場で聞いたり，前述のように施

設や住民の間に入ったりしながら関係性を

つくることを心がけているとのことである。 

 こうした関わりは時に積極的に，時には

見守るような距離を置いて接することが重

要であるとしている。地域住民から，すぐ

そばにいる存在として認められる地域もあ

るが，そうでない地域もあり，それぞれの

地域に合わせた関係づくり事業を一緒にや

っていく前提として必要であると言える。

「意識として，立っている位置は（施設の）

外みたいな，プラザの中ではなくて，地域

の中に自分がいるみたいな，そんなイメー

ジで今仕事をしている」であり，それぞれ

の地域に違う自分がいるようなイメージと

して業務をしているとあった。 

 最後に，このような地域の関わり方をし

ていく上ではコーディネーターが地域の課

題をアセスメント出来ていることが重要で

あり，また地域住民自身がそうした課題に

自ら気付くことも重要であると指摘する。

どのように気付ついて頂くかという点につ

いても決して単に説明するだけではなく，

いろいろな活動を一緒にやっていく中で，

住民にその地域の課題に気づき，活動の必

要性を気付いてもらうこともアセスメント

のあり方として示唆された。 

 

３）SC を活かした活動や事業を進める上で

の課題 

 コーディネーターの役割や位置づけが明

確になっていないことから，コーディネー

ターとしての役割を地域で十分果たせてい

ないコーディネーターが多くいるという指

摘があった。自身のこれまでの経験をふま

えながら，コーディネーターが施設での事

業運営に偏った業務を担うことにより，地

域に出て行きSCの醸成やSCを活かした事

業や活動を進めることが出来ないことが多

いとしている。こうした現状は地域の課題

や正確なアセスメントを軽視し，今実施し

ている事業を単純に継続することに労力を

使ってしまうことになり，結果的にはその

地域や住民が求める健康づくりや福祉の支

援につながらないことになる。 

 コーディネーターがどのような関わりを

持つかはある一程度の自由度が必要であり，

業務や役割の明確化と同時に，管理者やコ

ーディネーターを取り巻く職員の意識改革

の必要性も示唆された。 

 地域の課題のアセスメントの重要性は理

解しているものの，小さな地域単位でのア

セスメントが課題になっていることも指摘

された。保健師の活動と比較すると地域の

アセスメントについては業務上要求されて

いないと思われるが，地域と一緒になって

アセスメントの方法を考えてみたいという

言及もあり，住民と一緒に行う有効なアセ

スメント方法についても，その検討のあり

方から導入までマニュアルで提示すること

も必要ではないかと考えられる。 

 

４）マニュアルの活用について 

 前述のとおり，コーディネーターの役割

が明確になってないことから，個々のコー

ディネーターの業務がプラザの環境によっ

て異なっている現状に対して課題認識が示

された。そうした中でマニュアルの必要性

は認められたが，課題としてマニュアルで

は表現できないことが多いのもコーディネ

ーターの活動の実態であるという指摘があ

った。特に自身が構築したネットワークや

SC を醸成した場合，誰かがコーディネータ
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ーを引き継いだ時に，そうしたその人にと

って当たり前のものになってしまう。そう

した人にとってみると地域にあるネットワ

ークや SC がどう見えるのか，見えないも

のも多く出てくるのではないかという懸念

が指摘された。その地域をアセスメントす

るということは，表面的に見える部分だけ

をアセスメントするだけではなく，その背

景をよく知る努力が必要だということだと

考えられる。こうした視点は，マニュアル

だけの作成では伝えられないため，研修と

の一体化の重要性も示唆された。 

 

２．いきいき百歳体操の事例 

１）高知市「いき百体操」の概要 

高知市ホームページ 1)によると，「いきい

き百歳体操は，米国国立老化研究所が推奨

する運動プログラムを参考に，平成 14 年に

高知市が開発した重りを使った筋力運動の

体操」であり「イスに腰をかけ，準備体操，

筋力運動，整理体操の 3 つの運動を行う」

と紹介されている。筋力運動は，「0kg から

2.2kg まで 10 段階に調節可能な重りを手首

や足首に巻きつけ，ゆっくりと手足を動か

す」運動である。「いき百体操」は，体が弱

っている人を主な対象とした介護予防の取

り組みとして実施されている。 

モデル事業として開始した平成 14 年当

初は，実施会場が市内で 2 ヶ所だけであっ

たが，平成 26 年 7 月 1 日時点では 300 ヶ

所を超えている。また，市外・県外を含め

ると 1,500 ヶ所（平成 24 年 5 月末時点）を

超える会場で，いき百歳体操が行われてい

る 1)。 

 

２）インタビュー結果 

ａ）「いき百体操」の導入・実施に至る過程 

保健師として地域で「いき百体操」導入

を考えるポイントは，体力が弱っている高

齢者がいるものの，近所に歩いて通える会

場がない場合が多いことが指摘された。他

方で，市や高齢者支援センター（地域包括

支援センター）の保健師が依頼される「健

康講座」等において，高齢で体力低下があ

っても実施できる（改善が見込める）体操

として紹介することも多いとのことだった。

そして，「いき百体操」に関心を持ち「やり

たい」という声が地域住民からあがった時

に，実施に向けた支援をスタートさせるの

が最もスタンダードな流れであった。 

そもそも「いき百体操」は，地域住民の

自主的な活動であることが大きな特徴であ

る。そのため，保健師をはじめとする専門

職は，地域住民が自ら「やりたい」と表明

するまで待つスタンスをとっている。ただ

し，ただ単に待っているだけではなく，ど

うしたら地域住民から「やりたい」という

声があがるのかを戦略的に考える機会を設

けている。具体的には，まず，地域で中心

となる人（地域で役職のある人や世話好き

な人等）に対して，地域課題に関する投げ

かけを行う。その際，課題を投げかける専

門職は，地域の中心人物と関係性を構築で

きる（できている）人が適任である。その

後，その地域課題を住民全体で考えるには

どんな機会を設定したらよいかを，専門職

と地域の中心人物が一緒に相談する。そし

て，地域住民を巻き込んだ集会等を開催し，

地域課題の共有や課題解決に向けた具体的

な取り組みについて話し合う。その話し合

いの中で，「いき百体操」の必要性が認識さ

れ，「やりたい」という声があがれば，後は

スムーズに始まるということであった。 
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ｂ）実施および継続に関するポイント 

健康講座や地域での集会において，住民

のやる気や主体性を引き出すための工夫と

して，以下の 3 点があげられた。 

1 点目は，「いき百体操」を紹介するプレ

ゼンの作り方である。高知市では，モデル

事業の効果評価を行うために，参加者の歩

く様子（一定の距離をどの程度の速さで歩

けるか等）を事前と事後にビデオ撮影して

いた。その中には，「いき百体操」に参加し

た 90 歳を超える女性が，劇的な改善を示し

た映像が残されている。この映像が，見る

者に強いインパクトを与えると同時に，

「いき百体操」参加後の機能改善した自分

をイメージさせる効果的なツールとなって

いる。また，「いき百体操」を紹介する側に

とっても，共通の普及ツールとして，大き

なメリットがあることが指摘された。 

2 点目は，地域住民自身が，地域課題を

見つけ，解決に向けた話し合いを促進する

ツールの活用である。そのツールは，50～

80 世帯の範囲において，住民同士のつなが

りや気になる人（見守りが必要な人）をマ

ップに落とし込んでいき，課題が把握され

たら，自分たちでどう解決していくかを考

えていくものである。このツールの利点は，

地域のつながりや課題を可視化するため，

改めて自分が住む地域の状況を客観視でき

ることにある。客観的に見直すことで，「も

う少し何か自分にできることはないか」と

いう意識が住民に生まれることもある。し

たがって，「いき百体操」がなかなか始まら

ない地区では，こうしたツールが使いやす

いことが指摘された。また，保健師による

普段の保健活動（地域のアセスメントも含

む）と併せて活用することで，地域課題の

把握が促進されたことも指摘された。 

3 点目は，もともと「いき百体操」をや

りたいと思っている地域住民を，地域の集

会に連れてくるということであった。 

次に，「いき百体操」の継続に関するポイ

ントとして，以下の 4 点があげられた。 

1 点目は，サポーター養成である。モデ

ル事業時代のサポーターの役割は，「いき

百体操」をサポートすることであった。し

かし，近年では「いき百体操」参加者の中

から「もっときちっと知識を身につけて，

サポーターの役割を担いたい」という人が

多いという。ただし，少数ではあるが地域

の「いき百体操」には参加したことがなく

サポーターになりたい人もいるため，専門

職がマッチングの支援を行うこともある。

こうして配置されたサポーターは，マンネ

リ化した会場にメリハリを与えたり，先生

（指導者）としてうまく溶け込んだりして，

活動の継続に貢献している。そこには，サ

ポーターのルール（役割）も関係しており，

正しい体操ができるようにサポートするこ

と（厳しく指導しすぎない）と会場の雰囲

気を良くすることを主眼に置くことがポイ

ントになっている。 

2 点目は，専門職による適切なフォロー

である。前述のとおり，「いき百体操」は住

民主体の取り組みであるため，専門職が主

導することはない。しかし，「いき百体操」

を管理する市の高齢者支援課や高齢者支援

センターでは，日常的な活動の一環で，「い

き百体操」の会場を回ったり，必要な高齢

者をつなげたりしているため，各会場の現

状を把握することができる。その中で，必

要に応じた支援（フォロー）を行っている。 

3 点目は，300 ヶ所を超える多様な「いき

百体操」の存在である。活動会場が多いこ

とで，各参加者に合う会場を見つけやすく，
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それが活動継続につながっていることが指

摘された。 

4 点目は，「こうち笑顔マイレージ」とい

うポイント制度である。この制度は，「介護

施設等でのボランティア活動に参加したり，

『いきいき百歳体操』へ参加したりするこ

とでポイントがたまり，商品券などに還元

することができる制度」である。10 年が経

過した「いき百体操」の取り組みにおいて，

参加者のモチベーションを維持する方法と

して，平成 26 年度から開始された。 

 

ｃ）「いき百体操」と地域の SC との関連 

「いき百体操」によって，地域差はある

が，総じて地域が豊かになった印象がある

との指摘があった。それは，単純に「いき

百体操」の実施によって，地域住民が集ま

れる場所ができたということに留まらず，

そこでの交流が日常的にお互いを気に掛け

合う関係に発展しているということである。

さらに，「いき百体操」以外の地域活動への

参加促進にもつながっていることが指摘さ

れた。こうした関係性の発展は，「いき百体

操」を休みがちになった参加者の活動継続

にも大きく貢献していることが指摘された。 

また，当初は介護予防のために「いき百

体操」を実施するだけの活動だったものが，

参加者同士の様々な話し合いの中から，子

育て支援活動や自主防災活動に発展した会

場もみられた。他方で，警察等が「いき百

体操」の集客力に便乗する形で，防犯や生

活安全に関する啓発活動を実施する例もみ

られるという。そして，会場の中にはこの

ような警察とのつながりを活用して，高齢

者が交差点を安全に横断できるように，青

信号の時間延長を交渉し実現させた事例も

あげられた。 

その他，「いき百体操」の実施は，民生委

員の業務負担軽減に関係することが指摘さ

れた。つまり，本来は一人で何軒もの独居

高齢者を訪問して見守る業務が，「いき百

体操」への参加状況を確認することで大方

代替できるということである。さらに，「い

き百体操」の参加者間で見守り体制をつく

ることができるため，必ずしも民生委員が

動く必要のない場合もある。この点におい

て，民生委員から「違う（負担が減る）」と

いう感想が出ているとのことだった。 

 

Ｄ．考察 

１．汲沢地域ケアプラザの事例 

 地域包括支援センターにおけるコーディ

ネーターは，広く全国に普及しているもの

ではないため，横浜市のプラザのコーディ

ネーターは数少ない事例の一つである。ま

た，今回インタビューに協力して頂いたコ

ーディネーターは市内において長い経験を

持ち，市の研修などにも関わっていること

から，様々な視点（自身の経験上での変化

や他のコーディネーターの現状もふまえ

て）での回答は，保健師とは違った立場で

ありながらも，SC を活かした事業や活動を

いかに進めるかという点において示唆に富

んだものであった。 

 特に，インビューの中で「イメージ」と

いう言葉が多く使われていたことが印象的

であった。「戦略というか，イメージをもっ

て，地域にどうかかわるかっていうのは一

番大切かもしれないです」と表現するコー

ディネーターの視点が印象的だった。本来

業務範囲ではない学校など地域の様々な既

存組織や人とのネットワークを構築し，SC

を活かしながら，それぞれの地域性や各組

織の特徴を把握し，どのタイミングでどの
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ような仕掛けを，どのような方法で進めて

いくかをイメージし，活動していることが

うかがえた。 

また，地域との距離をはかりながら，地

域住民が主体になって地域の課題を解決し

ていくプロセスを重視しているところは，

SC を活用する専門職にとって非常に重要

なポイントであると感じた。プラザの職員

の言動は，地域への影響力もあり，それに

従えばいいという考えを持つ住民も多いか

もしれない。しかし，住民の主体性なくし

ては地域の健康づくりも福祉の活動も結局

長続きしないものになってしまう恐れがあ

る。地域の特性をふまえつつ，どのような

タイミングで地域住民が自ら何らかの取り

組みを進められるような接し方をしている

ことがうかがえた。 

 

２．いきいき百歳体操の事例 

高知市のインタビューでは，「いき百体

操」という特定のプログラムを地域に導入

し，活動を継続・拡大する上での保健師の

関わりと，その効果について聴取した。先

述の通り，「いき百体操」は 300 ヶ所を超え

る活動場所の拡大により，住民同士や，民

生委員あるいは専門職による見守りを促進

しているという点で，地域の SC の醸成に

寄与するだけではなく，活動を支援する側

の業務の効率化や負担軽減にもつながって

いる事例と言える。専門職としての立場は

異なるものの，住民の主体性を重んじ，地

域の課題を住民とともに考え，解決に向け

た取り組みを行う姿は，前述の汲沢地域ケ

アプラザの事例と共通していた。 

住民の主体性を引き出すための工夫とし

ては，地域のキーパーソン（地域で役職の

ある住民や，世話好きな住民等）と関係性

を構築すること，そして地域の課題を住民

全体で考えるための働きかけについて戦略

を練る段階から，そうしたキーパーソンと

協働していることが挙げられる。住民を巻

き込んで地域のアセスメントを行い，その

結果明らかになった住民の意向に沿って活

動を導入する。このように，保健師が主導

してトップダウン的に活動を導入・維持す

るのではなく，住民の希望やニーズをボト

ムアップに吸い上げる体制づくりを行うこ

とで，地域の実情に合った活動が可能とな

り，その後の継続も容易になると考えられ

る。 

また，活動の継続および拡大のためには，

参加者や，対象となり得る住民に活動の必

要性を認識してもらうことが重要であるが，

「いき百体操」の場合，活動の効果を視覚

的に理解しやすいツール（ビデオ映像）を

活用し，成果を挙げている点も特徴的であ

った。 

 

３．マニュアルの作成にあたって 

今回インタビューを実施した 2 つの事例

は，いずれも住民の主体的な活動を支える

専門職の在り方について重要な示唆を与え

るものである。「主体的」と言っても，住民

が自ら動くのをただ待つのではなく，地域

の課題を住民に考えてもらうための環境を

コーディネートしたり，効果的な普及ツー

ルを作成するなど，専門職は活動が円滑に

導入され，継続していくための仕掛けづく

りを戦略的に行っていた。そして，住民の

主体的な働きかけに支えられた活動は，地

域に根ざした取り組みとして SC の醸成に

寄与するだけでなく，専門職にとっては業

務の効率化や負担軽減にもつながることが

うかがえた。したがって，マニュアルの作
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成に際しては，地域のアセスメントを住民

と協働で行うことの重要性を強調するとと

もに，活動を普及・継続していく上での効

果的なツールの作成・活用についても積極

的に触れるべきであろう。 

 

Ｅ．結論 

 優良事例に対するインタビューを通じて，

専門職が SC を活かした事業に取り組むた

めのポイントとして，下記の 3 点が明らか

となった。 

１．専門職は，地域住民が主体になって地

域の課題を解決していくプロセスを重視し，

そのサポートを行う。その上で，キーパー

ソンとなる住民と協働して，地域のアセス

メントを行うことが重要である。 

２．共通の普及ツール（映像等）を活用す

ることで，参加者や，対象となり得る住民

に活動の効果や必要性を直感的に認識して

もらうことが可能となり，活動の継続およ

び拡大につながる。 

３．住民の主体的な働きかけに支えられた

活動は，地域に根ざした取り組みとして SC

の醸成に寄与するだけでなく，専門職の業

務の効率化や負担軽減にもつながり得る。 

 

Ｆ．引用文献 

1) https://www.city.kochi.kochi.jp/soshiki/

130/ikiiki.html 

 

Ｇ．研究発表 

なし 

 

Ｈ．知的所有権の取得状況 

なし 
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厚生労働科学研究費補助金（健康安全・危機管理対策総合研究事業） 

分担研究報告書 

 

第 2 章．地域保健事業における活動の持つソーシャルキャピタルの構成概念の検討 

～神奈川県横浜市保健師および地域ケアプラザへの調査結果～ 

 

研究分担者 村山洋史 東京都健康長寿医療センター研究所 研究員 

 

【研究要旨】本研究の目的は、ソーシャルキャピタル（以下、SC）を活かした地域保健事

業の優良事例について、活動の持つ SC の構成を検討し、それと活動継続年数、活動箇所、

活動範囲といった活動属性との関連を明らかにすることである。平成 25 年 10 月～11 月に

神奈川県横浜市の保健師、および平成 26 年 2 月～3 月に地域ケアプラザ職員を対象に、地

域のソーシャルキャピタル（以下、SC）の向上に寄与していると考えられる地域保健事業

の優良事例について郵送調査を実施し、601 事例（保健師 469 事例、地域ケアプラザ職員

132 事例）を収集した。10 項目の活動項目について因子分析を行ったところ、「住民の SC

の変化」、「地域の SC 醸成への寄与」等が含まれる『地域への波及』、「参加者の増減」、「実

施・運営者の増減」、「関与者・団体の増減」が含まれる『発展性』、「地域資源の活用」、「年

齢構成」、「他の活動とのつながり」が含まれる『多様性』の 3 因子が抽出された。これら

の下位因子と活動属性との関連を調べたところ、いくつかの傾向が見られた。活動継続年

数との関連では、地域への波及得点は継続年数が長いほど高い傾向がみられた。しかし、

発展性得点は、1 年未満の活動を除くと、継続年数が長いほど得点が低い傾向が見られた。

また、多様性得点は、1 年未満に比べ 1 年以降での得点が高かったものの、1 年以降の得点

は横ばいであった。活動箇所では、多様性得点において、5 か所以上で活動を展開している

活動ほど、4 か所以下で展開している活動に比べて得点が高かった。活動範囲では、発展性

得点は範囲が広いほど得点が高かったものの、多様性得点は小学校区、中学校区くらいの

活動で得点が高く、町内会くらい、区内全域での活動で得点が低かった。それぞれの活動

の持つ SC の現状を正確に把握し、現状の SC に見合った活動展開方法をとる必要がある。 

 
Ａ．研究目的 

 地域保健事業の効果や普及・浸透の程度

は、実施地域や関係組織のソーシャルキャ

ピタル（以下、SC）の特性によって規定さ

れる（ Murayama, Fujiwara, Kawachi, 

2012）。同時に、プログラムによって向上し

た SC は、次に新たに展開あるいは継続さ

れるプログラムに影響を与える。このよう

な相乗構造がポジティブに継続されると、

プログラムの効果が地域の中で持続性を持

ち、広義の地域保健事業と SC は互恵的な

関係性を持つことができる。 

 これまで、地域の持つ SC、組織の持つ

SC（例えば職場の SC）、等については研究

の蓄積がなされてきた。しかし、活動自体

の持つ SC という視点での研究は少ない。

地域保健活動には様々な人や組織が関係し、

同時に活動の主な対象である地域住民との
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関わりも存在する。上記 Murayama (2012)

らの論に則れば、活動地域のみならず、活

動の SC 自体も存在し、地域の SC などと互

恵的に高まりあっていくはずである。 

 本研究は、SC を活かした地域保健事業の

優良事例について、活動の持つ SC（以下、

活動 SC）の構成を検討し、それと活動継続

年数、活動箇所、活動範囲といった活動属

性との関連を明らかにする。活動属性によ

る SC の程度を知ることにより、よりよい

地域保健事業のあり方を探る。 

 

Ｂ．研究方法 

専門家による検討委員会にて設定した

「SC を活用した地域保健事業・市民活動」

の枠組みをもとに、平成 25 年 10 月～11 月

にかけ、神奈川県横浜市の保健師(n=376)

を対象に、『地域の健康や福祉の向上を目指

した地域保健事業や市民活動における SC

の活用に関する調査』を郵送により実施し

た（調査 1）。 

さらに調査 1 と同様の調査項目を用いて、

平成 26 年 2 月～3 月にかけ、神奈川県横浜

市の地域ケアプラザ 130 か所を対象に郵送

による調査を実施した（調査 2）。地域ケア

プラザは横浜市地域ケアプラザ条例により

設置されており，「市民の誰もが地域におい

て健康で安心して生活を営むことができる

ように、地域における福祉活動、保健活動

等の進行を図るとともに、福祉サービス、

保健サービス等を身近な場所で総合的に提

供する」施設とされている。 

  

■倫理面の配慮 

本調査は、東京都健康長寿医療センター

研究所倫理委員会にて承認された。本研究

で行う質問紙調査は、郵送式質問紙調査法

で行い、調査に回答するかどうかは対象者

の自由意思で決定してもらい、回答に拒否

した場合にいかなる不利益も被らない旨を

調査票の依頼文に明記した。得られた個人

情報はすべて秘密扱いとし、個人情報が含

まれるデータについては厳重に保管・管理

し、全体の統計処理にのみ使用した。 

 

■調査の対象事例 

 調査対象となる事例としては、回答者が

職務として主催、あるいは側面支援してい

る「地域保健事業や市民活動」のうち、SC

を活かして地域の健康や福祉の向上に役立

っていると思う「地域保健事業や市民活動」

の事例とした。さらに、具体的な例として、

① 健康づくりや母子などの各種保健活動

を進める事業・活動、各種介護予防事業、

子育て教室など、② 援助が必要な人を支援

する事業・活動、家族介護者・認知症家族

支援、難病家族支援、障害児・者支援、高

齢者見守り支援など、③ 住民同士の関係性

や支え合いを醸成する事業・活動高齢者ふ

れあい活動、育児サークル、世代間交流活

動などを対象として、最大 3 つの事例につ

いて質問に回答をするように求めた。 

 

■調査項目と分析方法 

調査 1 

事例について、表 1 のような活動 SC に

ついての 10 項目を質問した。これら 10 項

目について、因子分析を行い、活動 SC の

下位因子の同定を行った。 

また、活動継続年数（1 年未満／1 年～3

年未満／3 年～5 年未満／5 年～10 年未満

／10 年以上）、活動箇所（1 か所／2～4 か

所／5 か所以上）、活動範囲（町内会くらい

の範囲／小学校区くらいの範囲／中学校区
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くらいの範囲／区内全域）を活動について

の属性として収集し、これらの活動属性の

カテゴリーごとに、一元配置分散分析を用

いて活動得点を比較した。 

調査 2 

 調査 1 と同様、10 項目の活動 SC につい

ての質問をした。これらは調査 1 で同定さ

れた下位因子ごとに得点を算出し、活動継

続年数、活動箇所について、得点の比較を

行った。なお、活動範囲については、調査

1 とはカテゴリーの分け方を変え、ケアプ

ラザを含めて、1 か所（ケアプラザのみで

実施）／2～5 か所（ケアプラザ以外で 1～4

か所）／6 か所以上（ケアプラザ以外で 5

か所以上）の 3 カテゴリーで尋ねた。また、

調査 2 で収集した活動は、各々のケアプラ

ザ管轄地域内で実施されている活動のため、

活動範囲についての質問は実施しなかった。 

 

Ｃ．研究結果 

調査 1 

１）質問紙回答数 

市全体で 208 人の保健師から、469 の事

例についての回答が得られた。 

２）活動 SC 項目の因子構造の確認 

因子分析（最尤法、プロマックス回転）

の結果を表 2 に示す。10 項目は、因子負荷

量によって 3 因子に分けることができた。

第 1 因子は、「住民の SC の変化」、「住民の

健康・福祉への意識の変化」、「地域の SC

醸成への寄与」、「住民からの活動評価」が

含まれ、『地域への波及』と名付けた。第 2

因子は、「参加者の増減」、「実施・運営者の

増減」、「関与者・団体の増減」が含まれ、

『発展性』と名付けた。第 3 因子は、「地域

資源の活用」、「年齢構成」、「他の活動との

つながり」が含まれ、『多様性』と名付けた。 

下位因子毎に得点を合計し、それぞれの

下位因子得点とした（地域への波及：0-12

点,発展性：0-9 点,多様性：0-9 点）。各下位

得点の平均は、地域への波及で 7.7±2.9 点、

発展性で 5.9±2.4 点、多様性で 5.7±1.8 点

であった。各下位因子間の相関係数は、地

域への波及―発展性で.425、地域への波及

―多様性で.294、発展性―多様性で.364 で

あった。 

３）活動属性による活動 SC 得点の比較 

 次に、活動経験年数、活動箇所、活動範

囲ごとに、3 つの下位因子得点の比較を行

った（表 3）。まず、活動経験年数では、継

続年数が長いほど、地域への波及得点が高

かった。特に、10 年以上継続している活動

での地域への波及得点が高く、1 年未満の

活動の得点は低かった。多様性得点では、1

年未満は得点が低かったが、それ以外の年

数（1 年以上）では得点は横ばいであった。

活動箇所においては、活動箇所が多い（5

か所以上）ほど、多様性得点が高かった。

また、統計学的に有意ではなかったものの、

発展性得点でも同様の傾向が見られ、活動

箇所が多いほど、得点が高かった。最後に、

活動範囲では、範囲が広いほど、発展性得

点が高かった。一方、多様性得点では、活

動範囲が小学校区くらいにおいて最も得点

が高く、町内会くらい、および区内全域と

回答した活動ほど、多様性得点が低かった。 

調査 2 

１）質問紙回答数 

全体で 47 か所の地域ケアプラザから、

132 の事例についての回答が得られた。回

答者の約 9 割が地域活動交流コーディネー

ターであった。 

２）活動 SC の下位因子得点の分布 

調査 2 における各下位因子得点の平均は、
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地域への波及で 8.9±3.0 点、発展性で 6.8

±1.8 点、多様性で 6.0±1.6 点であった。

各下位因子間の相関係数は、地域への波及

―発展性で.282、地域への波及―多様性

で.381、発展性―多様性で.392 であった。 

３）活動属性による活動 SC 得点の比較 

活動経験年数、活動箇所ごとに、3 つの

下位得点の比較を行った結果を表 4 に示す。

継続年数が長いほど、地域への波及得点が

高かった。特に、1 年未満の活動の得点は

低く、それ以降は同様の得点であった。発

展性得点では、継続年数 1 年～3 年未満で

最も高く、10 年以上で最も低かった。多様

性得点では、1 年未満で得点が低く、それ

以降の年数では得点は横ばいであったが、

統計的に有意な違いは認められなかった。

活動箇所では、すべての下位得点で統計的

な違いはなかったものの、活動箇所が多い

ほど地域への波及得点、発展性得点、多様

性得点が高い傾向が見られた。全体的に、

調査 1 の結果（表 3）と類似した傾向が示

された。 

 

Ｄ．考察 

 本研究では、優良事例と保健師および地

域活動交流コーディネーターによって認識

されている活動について、その活動の持つ

SC を把握し、構成を検討し、それと活動属

性の関連を明らかにすることを目的とした。

横断データによる分析ではあるものの、活

動の持つ SC がどのように構成され、どの

ような活動の形態（つまり、継続年数、活

動箇所、活動範囲）であることが活動 SC

の程度と関連するかを明らかにすることで、

地域保健事業の発展・継続についての指針

を検討する一助となることが期待できる。 

 活動（地域保健事業）の持つ SC は、そ

の活動がどの程度地域の SC や保健福祉に

影響を与えているかといった「地域への波

及」、活動への参加者や関与者の程度によっ

て規定される「発展性」、そして地域の資源

の協働や活動構成者の年齢構成が含まれる

「多様性」の 3 つの概念で構成されること

が明らかになった。実際の活動関与者や参

加者数が増え、活動規模が大きくなること

（発展性）、また、関与者の構成のバラエテ

ィーが増すことや地域の様々な資源や活動

と連携することによって、より活動の幅が

広くなること（多様性）は、両者とも活動

の活性化にとって重要な要素である。加え

て、活動自体が変化するだけでなく、地域

にも十分に影響を及ぼすことも地域保健事

業にも求められる要素である。地域への波

及があることが、地域と活動を結ぶある種

のつながりになり得ていると考えることが

できる。 

 活動属性との関連を検討すると、いくつ

かの傾向が見てとれた。まず、活動継続年

数との関連では、地域への波及得点は継続

年数が長いほど高い傾向がみられた。しか

し、多様性得点は、1 年未満と 1 年以降と

では得点の開きがあり、1 年以降の方が得

点が高いものの、1 年以降の得点はほぼ横

ばいであった。また、発展性得点は、1 年

以降では、継続年数が長いほど得点が低い

傾向が見られ、1 年～3 年未満での得点が最

も高かった。この結果への解釈は様々可能

である。継続年数が長くなると、活動がマ

ンネリ化して発展性が低くなる（例：関与

者や参加者の固定化）と考えることもでき

るが、活動として適当で安定した状態や活

動しやすい形態に収束している（すなわち

活動の制度化）とも捉えることができよう。

一方、地域への波及は、継続年数が長いほ
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ど強く、これは地域に活動が周知され、根

付いているためと考えられる。活動継続年

数が長いことは、これだけで活動の成果の

一つと言えるが、その活動の中身について

活動の持つ SC の視点から評価していくこ

とが重要であるといえる。 

 活動箇所では、多様性得点において、5

か所以上で活動を展開している活動ほど、

それ以下の活動に比べて得点が高かった。

多くの活動場所を持つほど、多様性、すな

わち様々な資源との連携が求められるとい

えよう。活動自体の規模や目的に依るが、

活動箇所を増やすことによって、活動によ

る恩恵をより多くの住民が得るようにする

こともでき、かつ活動の多様性も醸成され

ると考えることができる。 

 最後に、活動範囲との関連であるが、発

展性得点では範囲が広いほど得点が高かっ

たものの、多様性得点では小学校区、中学

校区くらいの活動で得点が高く、町内会く

らい、区内全域で展開している活動の得点

が低かった。町内会くらいの単位では連携

できる資源にも限りがあり多様性得点が低

かった一方、区内全域まで広くなると、連

携し得る資源が多くなりすぎ、結果、両者

の多様性得点が低くなった可能性が考えら

れる。発展性、多様性の観点からどのくら

いの活動範囲が適切かは本研究から導くこ

とはできないが、活動範囲の広さ／狭さが

持つ長所、短所を理解しておくことが重要

である。 

 

Ｅ．結論 

 活動（地域保健事業）の持つ SC は、そ

の活動がどの程度地域の SC や保健福祉に

影響を与えているかといった「地域への波

及」、活動への参加者や関与者の程度を含む

「発展性」、そして連携する資源や活動関与

者の年齢構成のバリエーションが含まれる

「多様性」の 3 つの概念で構成されること

が明らかになった。また、これらの下位概

念と活動属性との関連の仕方には違いが見

られた。このことから、それぞれの活動が

持つ SC の現状を正確に把握し、現状の SC

に見合った活動展開方法をとる必要がある

と考えられた。地域保健事業によって、地

域の SC がどのように醸成されたかをモニ

タリングすると同時に、活動自体が持つ SC

にも注目し、それがどのように変化し、今

後どのような活動展開が効果的かをアセス

メントしていくことが重要である。 
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表 1 分析で用いた活動 SC 項目の一覧 

 

 項目 測定概念 選択肢  

1 それぞれの事業・活動の実施や
運営を行う人はどのような年
齢層で構成されていますか。 

年齢構成 0=わからない 
1=○が 1 個 
2=○が 2 個 
3=○が 3～5 個 

「中学生以下の子ども」、「高校生・

大学生など」、「20 代～30 代」、「40
代～60 代」、「70 代以上」の 5 つの
選択肢に対し、あてはまるものすべ

てに○をしてもらった。 

2 この 2～3 年で、それぞれの事
業・活動の実施や運営を行う人
の数は増えていると思います
か。 

実施・運営者

の増減 

0=わからない 
1=減っていると思う 
2=変わらないと思う 
3=増えていると思う 

 

3 それぞれの事業・活動の実施や
運営を行う人は、その活動以外
でもつながっていると思いま
すか。 

他の活動と

のつながり 

0=わからない 
1=いない、または少数がつなが
っている 
2=半分くらいがつながってい
る 
3=多数がつながっている 

 

4 それぞれの事業・活動は次のよ
うな地域資源（地域住民や商店
街、住民ボランティア等）を活
用していますか。 

地域資源の

活用 

0=わからない 
1=○が 0～2 個 
2=○が 3～4 個 
3=○が 5～7 個 

「一般住民や住民ボランティア」、

「自治会・町内会・連合自治会等」、
「民生委員・児童委員協議会」、「学

校・幼稚園・保育園など」、「地元商

店街・地元企業」、「福祉サービスの
事業者や施設・医療機関」、「自治体」

の 7 つの選択肢に対し、あてはまる

ものすべてに○をしてもらった。 

5 この 2～3 年で、事業・活動の
実施や運営を行う人以外に、事
業・活動に協力したり支援した
りして事業・活動に関わってい
る人・団体の数は増えていると
思いますか。 

関与者・団体

の増減 

0=わからない 
1=減っていると思う 
2=変わらないと思う 
3=増えていると思う 

 

6 この 2～3 年で、それぞれの事
業・活動への参加者の数は増え
ていると思いますか。 

参加者の増

減 

0=わからない 
1=減っていると思う 
2=変わらないと思う 
3=増えていると思う 

 

7 この 2～3 年で、それぞれの事
業・活動への参加者以外の地域
住民から、それぞれの事業・活
動は良い事業・活動だと認知さ
れてきたと思いますか。 

住民からの

活動評価 

0=わからない 
1=そう思わない、またはどちら
かといえばそう思わない 
2=どちらかというとそう思う 
3=そう思う 

 

8 この 2～3 年で、それぞれの事
業・活動によって、参加者であ
るか否かを問わず、その地域の
住民同士の信頼や「お互いさま
意識」は増したと思いますか。 

住民の SC の

変化 

0=わからない 
1=そう思わない、またはどちら
かといえばそう思わない 
2=どちらかというとそう思う 
3=そう思う 

 

9 この２～３年で、それぞれの事
業・活動によって、参加者であ
るか否かを問わず、その地域の
住民の健康や福祉に対する意
識は高まったと思いますか。 

住 民 の 健

康・福祉への

意識の変化 

0=わからない 
1=そう思わない、またはどちら
かといえばそう思わない 
2=どちらかというとそう思う 
3=そう思う 

 

10 それぞれの事業・活動は、その
地域のソーシャルキャピタル
の発展に貢献していると思い
ますか。 

地域の SC 醸

成への寄与 

0=わからない 
1=そう思わない、またはどちら
かといえばそう思わない 
2=どちらかというとそう思う 
3=そう思う 
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表 2 活動 SC 項目の因子分析 

 因子 

 1 2 3 

8. 住民の SC の変化 .807 -.056 .008 

9. 住民の健康・福祉への意識の変化 .593 .085 -.118 

10. 地域の SC 醸成への寄与 .572 -.046 .075 

7. 住民からの活動評価 .412 .174 -.012 

6. 参加者の増減 .015 .765 .004 

2. 実施・運営者の増減 .025 .707 -045 

5. 関与者・団体の増減 .008 .683 .091 

4. 地域資源の活用 .136 -.053 .556 

1. 年齢構成 -.191 .049 .554 

3. 他の活動とのつながり .091 .034 .492 

 

 

表 3 活動属性ごとの活動 SC 得点の比較（調査 1） 

 地域への波及  発展性  多様性 

 n Mean±SD p  n Mean±SD p  n Mean±SD p 

活動継続年数            

1 年未満 68 7.3±3.3 .047  67 5.9±2.7 .373  68 5.3±1.7 .048 

1 年～3 年未満 99 7.8±2.8   97 6.5±2.2   99 5.9±2.0  

3 年～5 年未満 51 8.0±2.7   52 6.4±2.0   52 6.1±1.5  

5 年～10 年未満 77 8.1±2.7   78 6.3±2.0   78 5.9±1.5  

10 年以上 83 8.7±2.6   85 6.0±1.8   85 6.0±1.5  

活動箇所            

1 か所 271 7.7±2.8 .461  277 6.0±2.2 .159  278 5.6±1.8 .007 

2～4 か所 94 7.8±2.9   93 5.7±2.8   92 5.7±1.8  

5 か所以上 83 8.1±2.8   80 6.4±2.2   82 6.3±1.6  

活動範囲            

町内会くらい 120 8.0±2.9 .306  117 5.4±2.5 .007  120 5.4±1.8 .016 

小学校区くらい 151 7.5±2.8   151 5.9±2.2   151 6.0±1.7  

中学校区くらい 131 7.8±2.7   135 6.3±2.3   135 5.8±1.7  

区内全域 50 8.3±3.0   50 6.5±2.3   50 5.4±1.8  
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表 4 活動属性ごとの活動 SC 得点の比較（調査 2） 

 地域への波及  発展性  多様性 

 n Mean±SD p  n Mean±SD p  n Mean±SD p 

活動継続年数            

1 年未満 9 6.0±4.3 .007  9 7.3±1.8 .010  9 5.6±1.3 .799 

1 年～3 年未満 27 9.4±2.8   27 7.7±1.5   27 6.1±1.7  

3 年～5 年未満 15 9.5±2.7   15 7.1±1.3   15 5.8±1.7  

5 年～10 年未満 36 8.6±2.5   36 6.6±1.9   35 6.0±1.7  

10 年以上 35 9.7±2.5   38 6.2±1.5   38 6.2±1.4  

活動箇所            

1 か所 a 85 8.8±3.0 .390  87 6.8±1.6 .688  86 5.9±1.6 .395 

2～5 か所 b 28 9.1±2.5   29 7.1±1.6   29 6.3±1.4  

6 か所以上 c 13 10.0±2.6   13 7.2±1.6   13 6.4±1.5  

aケアプラザのみ. bケアプラザおよび 1～4 か所. cケアプラザおよび 5 か所以上. 
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厚生労働科学研究費補助金（健康安全・危機管理対策総合研究推進事業）  

分担研究報告書  

 

第 3 章. ソーシャルキャピタル毀損事例の収集 

 

研究分担者 高尾 総司(岡山大学大学院医歯薬学総合研究科疫学・衛生学分野 講師) 

 

【研究の要旨】 

 ソーシャルキャピタルの醸成に関する要因を検討するにあたっては、良好な事例の収集

だけはなく、良好な事例と比較をするための対照、つまり毀損された事例の検討も有用で

あると考えられる。ただし、郵送等での質問紙調査では得られにくい情報であるので、(1)

先行文献の調査、(2)研究者の知りうる範囲での事例の検索（例えば、市町村合併等に際し

て、活発だった組織活動が停滞もしくは解散等にいたった事例）、(3)岡山県内各市町村担

当者への事例提供依頼を行った。 

 (1)23 編の論文がヒットしたが、16 編は関係の無い内容であり、6 編はメカニズムとし

てソーシャルキャピタル（SC）の毀損について言及されるに留まった。1 編については、

職場の安全文化の毀損を SC、特に信頼との関係で論じた内容であった。(2)いくつかの事

例についてのヒアリングまでは実施できたものの、いずれの事例においても報告書への詳

細の記述については了承が得られなかった。(3)回答しやすくなるよう、事前に研究班内で

も質問文、回答様式については十分な検討を行ったが、回答は得られなかった。 

 SC の毀損事例を収集することは、容易ではないことが分かった。したがって、少なくと

も本課題については、事例集のような「お手軽」なものから学ぶことは期待しにくい。つ

まり、結論としては、ソーシャルキャピタルを活用した保健活動を企画するにあたっては、

自らの手でソーシャルキャピタルが失われた事例についても、相応にリサーチすることが

重要であるということになろう。 

 

A.研究の目的 

 ソーシャルキャピタル（以下、SC）はヘル

スプロモーション事業が健康や生活にもたら

す効果を強化したり、事業自体を評価したり

する際に活用可能な理論基盤である。しかし、

SC と健康との関連についての研究成果を地

域保健事業にどのように還元・活用できるの

か、或いはどのように SC を醸成することがで

きるかについての方法論が明確でない。本分

担研究では、具体的な SC の活用方法を提示す

るために収集した良好実践事例の中でも、ソ

ーシャルキャピタルを十分に活用できなかっ

た事例を十分に活用できた事例と比較するこ

とで、地域保健事業における活用方法および

SC 醸成方法について考察してきた。 

 さらにソーシャルキャピタルの醸成に関す

る要因を検討するにあたっては、良好な事例

の収集だけはなく、良好な事例と比較をする

ための対照、つまり毀損された事例の検討も

有用であると考えられ、最終年度は毀損事例

の収集を行った。ただし、郵送等での質問紙

調査では得られにくい情報であるので、まず
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は市町村合併等に際して、活発だった組織活

動が停滞もしくは解散等にいたった事例につ

いて検索した。 

 

B.研究方法 

（１）文献による検索 

 PubMED にて、検索ワードとして、”social 

capital”＆”erosion”にて検索した（2015

年 4 月 21 日時点に最終確認）。 

（２）事例にもとづく検索 

 市町村合併等に際して、活発だった組織活

動が停滞もしくは解散等にいたった事例等に

ついて、研究代表者・分担研究者・研究協力

者等の知りうる範囲で、心当たりのある担当

者を経由して事例を検索した。 

（３）質問紙による調査 

 平成 26 年 10 月末に、岡山県市町村振興協

会の協力を得て（総務担当者むけ研修会の機

会を利用）、岡山県内 27 市町村に対して総務

部を経由して担当部局へ「毀損された」事例

への情報提供を依頼した。 

 

C.研究結果 

（１）23 編の論文がヒットした。しかし、タ

イトルおよびアブストラクトを確認したとこ

ろ、16 編については SC の毀損事例とは全く

関係の無い内容であった。残る 7 編のうち、6

編については、曝露（例えば、所得格差）と

アウトカム（例えば、健康）との関係に介在

する考えられるメカニズムの一つとして、SC

の毀損について言及されるに留まり、特に SC

の毀損にかかる具体的な事例の紹介はなかっ

た。1 編については、職場の安全文化の毀損

を SC、特に信頼との関係で論じた内容であり、

まったく参考にならないわけではなかったが、

概念的な内容であり、少なくとも現場実務の

助けとしては期待に沿う内容ではなかった。

文献検索上は、有用な事例を見つけることは

出来なかった。 

（２）いくつかの事例についてのヒアリング

までは実施できたものの、いずれの事例にお

いても報告書への詳細の記述については了承

が得られなかった。 

（３）回答しやすくなるよう、事前に研究班

内でも質問文、回答様式については十分な検

討を行ったが、回答は得られなかった。 

 

D.考察 

 事例の収集には取り組んでみたものの、「事

例集」としてはまとめることができなかった。

ヒアリングには応じてもらえたものの、企業

と異なり責任者が曖昧であることもあって、

記録として残すことには了承が得られなかっ

たからである。考えてみれば、理解できる面

もある。例えば、市町村合併等に伴い、同名

称の異なる地域の組織も合併されることにな

った。一方の地域では活発であったが、他方

の地域ではほぼ休眠状態であったというよう

な場合、「消滅」、「（活発な地域の水準よりも）

衰退」、「活発化（良好実践事例）」という三つ

の結末が考えられる。消滅してしまった場合

には、そもそも関係者にあたるのが難しく、

衰退した場合には、活発だった地域の関係者

にヒアリングをしても、合併した相手の組織

の構成員に対する不満が中心となってしまう

こともある。 

 一般的に言えば、良好実践例から学ぼうと

するのが通常かもしれないが、それでもなお

失敗例、つまり、SC が損なわれてしまった事

例から学べることも少なくない。領域は異な

るものの、日経ビジネス誌においては「敗軍

の将、兵を語る」と題して、企業の不祥事や

経営悪化などで引責辞任した元トップの失敗

談を紹介するコーナーは、なんと 30 年以上に
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も及ぶ長寿企画だそうであるから、失敗例に

も大きなヒントがある可能性も期待できる。 

 いくつかの典型的パターンがあるが、①資

金ショート、②派閥争いの負けた、③本業以

外（フィランソロピー活動など）に精を出し

すぎた、といったものについては保健活動に

おける組織運営においても十分に参考になろ

う。①行政からの補助金が打ち切られるタイ

ミングで、活動が衰退してしまうケースは少

なくないだろう。②キーパーソンがいるのは、

組織運営上メリットも少なくないが、二人の

キーパーソンが存在してしまうと、行政から

の連絡窓口も、「こちらに連絡すること」、と

いった注意書きが付される程度から、組織そ

のものを空中分解させてしまうこともあろう。

③少し企業の事例とは異なるかもしれないが、

保健事業でイメージする組織の場合は、「地域

コミュニティ」への貢献が一定の程度で期待

されている側面は否定できず、組織そのもの

の維持を本業、貢献を次なる目的と考えると、

良い意味で一定の割合のフリーライダーを許

容することも中期的には組織維持（本業）を

支える要因になり得る。より具体的に言えば、

「主体的に参加しないメンバー」に対して、

排他的過ぎると、結局、十分に貢献できない

ことを自省するメンバーが離れていくことで、

組織が衰退することになりかねない場合もあ

る（短期的には貢献がないメンバーでも、許

容的に受け入れておくことで、何かの折に立

場が変わるようなことも、ボランティア的な

組織において十分にありえる場面である。キ

ーパーソンが何らかの理由で組織運営に貢献

しがたくなったとき、それまで特に目立たな

かったメンバーが窮地を救ってくれるなど）。 

 ソーシャルキャピタルの類型（結束型と橋

渡し型）の視点からは、ソーシャ・キャピタ

ルが衰退することが、イコール全面的に回避

すべき問題とは限らず、逆にそこにチャンス

を見出すこともできる。つまり、強すぎる結

束型ソーシャルキャピタルは、むしろ健康を

害する側面もある（ソーシャルキャピタルの

ダークサイド）との指摘があり 1)、わが国に

照らしてみても、特に強制的に集められた組

織にあっては「いじめ」のような問題が発生

しやすいことからも容易に理解できよう。具

体的に言えば、農村のような従来閉鎖的であ

って、比較的結束型ソーシャルキャピタルが

高かったと想定される地域において、SNS

（social networking service）等を活かし、

関心は共有するが人種や社会階層などが異な

る人間同士のつながりを強化する（橋渡し型

ソーシャルキャピタルの醸成）ことで、総体

としては、良いコミュニティを生み出しうる

（維持しうる）ことがある（岡山県勝央町で

ブドウ農家を営むアリ・ソイル氏の講演に対

するシンポジウム内での討議内容）2)。 

 ロバート・パットナムの Bowling Alone（邦

題；「孤独なボーリング−米国コミュニティの

崩壊と再生」3）を引用するまでもなく、多く

の人の実感として、私たちの身の回りでは根

源的にソーシャルキャピタルは少しずつであ

れ、失われていると感じる場面の方が多い。

醸成よりも維持を目指すことになる場合、や

はりこうした「失われた事例」との対比にお

いて学ぶべきことは多いはずである。 

 

E.結論 

 SC の毀損事例を収集することは、容易では

ないことが分かった。したがって、少なくと

も本課題については、事例集のような「お手

軽」なものから学ぶことは期待しにくい。つ

まり、結論としては、ソーシャルキャピタル

を活用した保健活動を企画するにあたっては、

自らの手でソーシャルキャピタルが失われた
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事例についても、相応にリサーチすることが

重要であるということになろう。 

 

F.健康危険情報 

 該当なし 

 

G.研究発表 

1．論文発表 
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International Journal of Geriatric 

Psychiatry (in press). 
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第 1 章．「地域の健康づくり実践マニュアル」を用いた研修プログラム立案の 

手引きの作成 

 

研究分担者 川崎千恵 国立保健医療科学院生涯健康研究部 

研究分担者 倉岡正高 東京都健康長寿医療センター研究所 

 

 

【研究要旨】 

【目的】研究班で作成した「地域の健康づくり実践マニュアル」を活用し，ソーシャルキ

ャピタルを地域に育む，あるいは既存のソーシャルキャピタルを活かすことで，人びとの

健康や生活に効果をもたらすために，各自治体が実践マニュアルを活用した研修プログラ

ムを企画・実施するうえで，参考となる資料を作成することを目的とした。 

【方法】ソーシャルキャピタルに関する講義依頼があった首都圏某自治体において，講義

終了後の受講者（自治体職員）80 名に対して，「ソーシャルキャピタルを活かした地域保健

事業を進める上で必要だと思う研修内容（8 項目，複数回答）」についてアンケートを実施

した。そして，その結果を参考に実践マニュアルを活用した研修プログラム（案）を作成

した。 

【結果】74 名（保健師：60 名）から得られた回答内容を研究班で検討した結果，いずれか

の項目について重点的な研修プログラムが必要であるというよりむしろ，8 項目すべてに対

して研修の必要性を認識していると考えた。この結果を踏まえ，「地域の健康づくり実践マ

ニュアル」に沿った研修プログラムの作成のポイントと研修プログラムの構成などを示し

た，「研修プログラム立案の手引き」を作成するものとした。 

【考察・結論】ソーシャルキャピタルの醸成，活用のためには，自治体の職員（同職種，

多職種，他部門）だけでなく，NPO などを含む多様な人びとを取り込んでいく必要がある。

共通認識を持ち，協働で進めていくために行う研修は，研修の対象者や研修の目的・目標

に応じて，様々なパターンが考えられる。「地域の健康づくり実践マニュアル」を活用した

研修方法は，各自治体によって多様である必要があり，こうすればうまくいくという回答

はないと考える。今後は，研修を行い多様な人びとと連携して，ソーシャルキャピタルの

醸成，活用を成し遂げた自治体等の意見や事例を収集し，本マニュアルを活用するために

有効な研修のあり方を検討する必要性も考えられた。 
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Ａ．研究目的 

 研究班で作成した「地域の健康づくり実

践マニュアル」を活用し，ソーシャルキャ

ピタルを地域に育む，あるいは既存のソー

シャルキャピタルを活かすことで，人びと

の健康や生活に効果をもたらすために，各

自治体が実践マニュアルを活用した研修プ

ログラムを企画・実施し，実践の参考とな

る資料を作成することを目的とした。 

 「地域の健康づくり実践マニュアル」を

実践するうえで，まずは多様な関係者が共

通認識を持ち，実践マニュアルに記載して

いる内容についての一定の共通理解を得る

必要があると考える。そのため，各自治体

が実践マニュアルを活用した研修プログラ

ムを企画・実施するうえで，参考となる資

料を作成することを目的とした。 

 

Ｂ．研究方法 

 首都圏の地方自治体に所属し，講義への

参加者 80 名に，「人と人とのつながり（ソ

ーシャルキャピタル）」を活かした地域保健

事業を進める上で必要だと思う研修内容に

ついて，①地域診断，②事業の企画や運営，

③住民グループ支援，④事業評価，⑤上司

への事業説明，⑥職員間（同職種）の連携，

⑦職員間（他職種・他部署）の連携，⑧地

域資源（組織・人）との連携，⑨その他の

うち，該当するものについてたずねた（複

数回答）。74 名（保健師 60 名，事務職その

他 14 名，回収率 92.5％）から回答を得た

結果，⑤⑥と回答した者，①②と回答した

者，③④⑦⑧と回答した者の順で割合が高

くみられたが（図１），研究班で検討した結

果，①～⑧いずれかの項目について重点的

な研修プログラムが必要であるというより

むしろ，8項目すべてに対して課題と考え，

研修の必要性を認識していると考えた。⑨

その他の意見では，主に①④⑥についての

具体的な意見が記載されており，「地域に広

めていくためにはまず役所内での共通理解

が必須かと思う」，「対象者の縦割りがあり，

横断的に地域診断ができていないため，こ

れからの社会に対応していく視点が弱い」，

「効果についてきちんとデータとしてまと

めていくことが大切だと思う」などがみら

れた。 

このアンケート結果を参考にして，「地域

の健康づくり実践マニュアル」に沿った研

修プログラムの作成のポイントと研修プロ

グラムの構成を示した，「研修プログラム立

案の手引き」を作成するものとした。 

 

Ｃ．研究結果・考察 

 「地域の健康づくり実践マニュアル」を

活用することを前提とした，「研修プログラ

ム立案の手引き」をまとめた。各自治体で

「地域の健康づくり実践マニュアル」を活

用した，ソーシャルキャピタルをいかした

地域保健事業の推進を図るうえで，より有

効な資料とするためには，本手引きを実際

に活用してもらい，研修の実践例を踏まえ

た資料とすることが，今後の課題であると

考えられた。 

 

Ｄ．研究発表 

１．論文発表 

なし 

 

２．学会発表 

なし 
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 図 1 アンケートの結果（単純集計） 
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「ソーシャルキャピタルを育てる・活かす！地域の健康づくり実践マニュアル」 

～あなたの“しごと”を点検しよう～ 

研修プログラム立案の手引き 

 

 

 

 

 

  



 

１．研修のポイント

この

自分の活動の振り返りができることを特徴としています。マニュアルを活用して、

ャルキャピタル

きません。

たらすためにも、今まで以上に多様な人びとと協働で、異なる組織（個人）目的・目標に

基づき取り組みを行っていることを前提としながらも、ともに考え、それぞれの立場で実

践することで、全体として地域の益となっていくことが期待されます。

この実践マニュアルを活用するうえで、まず、多くの自治体で、年齢や疾患など個人の

特性を超えた、部門横断的な

地域資源などについてアセスメントし、地域の課題

いくことから始める必要があると予想されます。特定の職種や部門が地域診断を行ってい

たとしても、その結果を関係する人びとと共有する必要があります。

ソーシャルキャピタル

連携が必須

携してマニュアルに沿って進めるために、どのよ

なければなりません。さらに、住民（住民の活動組織）や

連携し、それぞれの得意な分野（技術、知識

人びとに隅々まで行きわたるためには、行政と

皆さんの自治体（地域）では、どのような研修が必要でしょうか？

 

 

 

 

 

 

 

 

 

             
 

１．研修のポイント

この実践マニュアル

自分の活動の振り返りができることを特徴としています。マニュアルを活用して、

ャルキャピタルを活用した地域保健事業・活動を進めることを、１人で実践することはで

きません。ソーシャルキャピタル

たらすためにも、今まで以上に多様な人びとと協働で、異なる組織（個人）目的・目標に

基づき取り組みを行っていることを前提としながらも、ともに考え、それぞれの立場で実

践することで、全体として地域の益となっていくことが期待されます。

この実践マニュアルを活用するうえで、まず、多くの自治体で、年齢や疾患など個人の

特性を超えた、部門横断的な

地域資源などについてアセスメントし、地域の課題

いくことから始める必要があると予想されます。特定の職種や部門が地域診断を行ってい

たとしても、その結果を関係する人びとと共有する必要があります。

ソーシャルキャピタル

連携が必須であり、効果的であることは本文で説明しましたが（第１章参照）、部門間が連

携してマニュアルに沿って進めるために、どのよ

なければなりません。さらに、住民（住民の活動組織）や

連携し、それぞれの得意な分野（技術、知識

人びとに隅々まで行きわたるためには、行政と

皆さんの自治体（地域）では、どのような研修が必要でしょうか？

             

地域診断をやったことのな

い職種の人もいるし、地域診

断とは何か？から

一緒に始めなければ・・

別の部署や組織の人、

住民と一緒に考えて進

めていけたらなあ・・

どんな研修にすればい

いのか・・

１．研修のポイント 

実践マニュアルは、どこからでも読むことができ、誰にとっても参考になること、

自分の活動の振り返りができることを特徴としています。マニュアルを活用して、

を活用した地域保健事業・活動を進めることを、１人で実践することはで

ソーシャルキャピタル

たらすためにも、今まで以上に多様な人びとと協働で、異なる組織（個人）目的・目標に

基づき取り組みを行っていることを前提としながらも、ともに考え、それぞれの立場で実

践することで、全体として地域の益となっていくことが期待されます。

この実践マニュアルを活用するうえで、まず、多くの自治体で、年齢や疾患など個人の

特性を超えた、部門横断的な

地域資源などについてアセスメントし、地域の課題

いくことから始める必要があると予想されます。特定の職種や部門が地域診断を行ってい

たとしても、その結果を関係する人びとと共有する必要があります。

ソーシャルキャピタルを活用した地域保健の推進のためには、

であり、効果的であることは本文で説明しましたが（第１章参照）、部門間が連

携してマニュアルに沿って進めるために、どのよ

なければなりません。さらに、住民（住民の活動組織）や

連携し、それぞれの得意な分野（技術、知識

人びとに隅々まで行きわたるためには、行政と

皆さんの自治体（地域）では、どのような研修が必要でしょうか？

             

地域診断をやったことのな

い職種の人もいるし、地域診

断とは何か？から 

一緒に始めなければ・・

別の部署や組織の人、

住民と一緒に考えて進

めていけたらなあ・・

どんな研修にすればい

のか・・？ 

 

どこからでも読むことができ、誰にとっても参考になること、

自分の活動の振り返りができることを特徴としています。マニュアルを活用して、

を活用した地域保健事業・活動を進めることを、１人で実践することはで

ソーシャルキャピタルの醸成や活用によって、地域の人びとに公平に効果をも

たらすためにも、今まで以上に多様な人びとと協働で、異なる組織（個人）目的・目標に

基づき取り組みを行っていることを前提としながらも、ともに考え、それぞれの立場で実

践することで、全体として地域の益となっていくことが期待されます。

この実践マニュアルを活用するうえで、まず、多くの自治体で、年齢や疾患など個人の

特性を超えた、部門横断的な地域診断からはじめ、地域の

地域資源などについてアセスメントし、地域の課題

いくことから始める必要があると予想されます。特定の職種や部門が地域診断を行ってい

たとしても、その結果を関係する人びとと共有する必要があります。

を活用した地域保健の推進のためには、

であり、効果的であることは本文で説明しましたが（第１章参照）、部門間が連

携してマニュアルに沿って進めるために、どのよ

なければなりません。さらに、住民（住民の活動組織）や

連携し、それぞれの得意な分野（技術、知識

人びとに隅々まで行きわたるためには、行政と

皆さんの自治体（地域）では、どのような研修が必要でしょうか？

                

地域診断をやったことのな

い職種の人もいるし、地域診

一緒に始めなければ・・ 
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どこからでも読むことができ、誰にとっても参考になること、

自分の活動の振り返りができることを特徴としています。マニュアルを活用して、

を活用した地域保健事業・活動を進めることを、１人で実践することはで

の醸成や活用によって、地域の人びとに公平に効果をも

たらすためにも、今まで以上に多様な人びとと協働で、異なる組織（個人）目的・目標に

基づき取り組みを行っていることを前提としながらも、ともに考え、それぞれの立場で実

践することで、全体として地域の益となっていくことが期待されます。

この実践マニュアルを活用するうえで、まず、多くの自治体で、年齢や疾患など個人の

地域診断からはじめ、地域の

地域資源などについてアセスメントし、地域の課題

いくことから始める必要があると予想されます。特定の職種や部門が地域診断を行ってい

たとしても、その結果を関係する人びとと共有する必要があります。

を活用した地域保健の推進のためには、

であり、効果的であることは本文で説明しましたが（第１章参照）、部門間が連

携してマニュアルに沿って進めるために、どのような研修が必要か考えるところから始め

なければなりません。さらに、住民（住民の活動組織）や

連携し、それぞれの得意な分野（技術、知識 etc.）に応じて役割分担し、その効果が地域の

人びとに隅々まで行きわたるためには、行政と NPO

皆さんの自治体（地域）では、どのような研修が必要でしょうか？

どこからでも読むことができ、誰にとっても参考になること、

自分の活動の振り返りができることを特徴としています。マニュアルを活用して、

を活用した地域保健事業・活動を進めることを、１人で実践することはで

の醸成や活用によって、地域の人びとに公平に効果をも

たらすためにも、今まで以上に多様な人びとと協働で、異なる組織（個人）目的・目標に

基づき取り組みを行っていることを前提としながらも、ともに考え、それぞれの立場で実

践することで、全体として地域の益となっていくことが期待されます。

この実践マニュアルを活用するうえで、まず、多くの自治体で、年齢や疾患など個人の

地域診断からはじめ、地域の健康課題

地域資源などについてアセスメントし、地域の課題を解決するうえでの問題点を整理

いくことから始める必要があると予想されます。特定の職種や部門が地域診断を行ってい

たとしても、その結果を関係する人びとと共有する必要があります。

を活用した地域保健の推進のためには、

であり、効果的であることは本文で説明しましたが（第１章参照）、部門間が連

うな研修が必要か考えるところから始め

なければなりません。さらに、住民（住民の活動組織）や NPO

）に応じて役割分担し、その効果が地域の

NPO の距離を縮める必要性も考えられます。

皆さんの自治体（地域）では、どのような研修が必要でしょうか？

住民や NPO

政で働く私たちのことを、知

ってもらわなければならない

どこからでも読むことができ、誰にとっても参考になること、

自分の活動の振り返りができることを特徴としています。マニュアルを活用して、

を活用した地域保健事業・活動を進めることを、１人で実践することはで

の醸成や活用によって、地域の人びとに公平に効果をも

たらすためにも、今まで以上に多様な人びとと協働で、異なる組織（個人）目的・目標に

基づき取り組みを行っていることを前提としながらも、ともに考え、それぞれの立場で実

践することで、全体として地域の益となっていくことが期待されます。 

この実践マニュアルを活用するうえで、まず、多くの自治体で、年齢や疾患など個人の

課題や福祉課題

を解決するうえでの問題点を整理

いくことから始める必要があると予想されます。特定の職種や部門が地域診断を行ってい

たとしても、その結果を関係する人びとと共有する必要があります。 

を活用した地域保健の推進のためには、行政機関内部の部門間の

であり、効果的であることは本文で説明しましたが（第１章参照）、部門間が連

うな研修が必要か考えるところから始め

NPO などの地域資源とも上手に

）に応じて役割分担し、その効果が地域の

の距離を縮める必要性も考えられます。

皆さんの自治体（地域）では、どのような研修が必要でしょうか？ 

 

NPO の人たちに、行

政で働く私たちのことを、知

ってもらわなければならない

まず

ルキャピタル

についての共

通理解が必要

じゃないかな

どこからでも読むことができ、誰にとっても参考になること、

自分の活動の振り返りができることを特徴としています。マニュアルを活用して、ソーシ

を活用した地域保健事業・活動を進めることを、１人で実践することはで

の醸成や活用によって、地域の人びとに公平に効果をも

たらすためにも、今まで以上に多様な人びとと協働で、異なる組織（個人）目的・目標に

基づき取り組みを行っていることを前提としながらも、ともに考え、それぞれの立場で実

この実践マニュアルを活用するうえで、まず、多くの自治体で、年齢や疾患など個人の

や福祉課題、地域環境、

を解決するうえでの問題点を整理

いくことから始める必要があると予想されます。特定の職種や部門が地域診断を行ってい

機関内部の部門間の

であり、効果的であることは本文で説明しましたが（第１章参照）、部門間が連

うな研修が必要か考えるところから始め

などの地域資源とも上手に

）に応じて役割分担し、その効果が地域の

の距離を縮める必要性も考えられます。

の人たちに、行

政で働く私たちのことを、知

ってもらわなければならない
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通理解が必要

じゃないかな

どこからでも読むことができ、誰にとっても参考になること、

ソーシ

を活用した地域保健事業・活動を進めることを、１人で実践することはで

の醸成や活用によって、地域の人びとに公平に効果をも

たらすためにも、今まで以上に多様な人びとと協働で、異なる組織（個人）目的・目標に

基づき取り組みを行っていることを前提としながらも、ともに考え、それぞれの立場で実

この実践マニュアルを活用するうえで、まず、多くの自治体で、年齢や疾患など個人の

、地域環境、

を解決するうえでの問題点を整理して

いくことから始める必要があると予想されます。特定の職種や部門が地域診断を行ってい

機関内部の部門間の

であり、効果的であることは本文で説明しましたが（第１章参照）、部門間が連

うな研修が必要か考えるところから始め

などの地域資源とも上手に

）に応じて役割分担し、その効果が地域の

の距離を縮める必要性も考えられます。

ソーシャ

ルキャピタル

についての共

通理解が必要

じゃないかな 
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☆ どのような研修が必要か、具体的な研修を企画するまえに、考えてみましょう。 

誰に研修に参加してもらう必要

があるでしょうか？ 

何のために必要でしょうか？ 

（研修に参加してもらう理由） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．研修計画を立ててみましょう 

１）研修の基本的な考え方 

一般的には、研修を行うことで、研修に参加した人びとが共通の態度、考え方、行動、

価値観を身に付け、その結果、研修受講者が同じ目的、目標に向けて、共通の考え方

によって、地域保健福祉活動を行うことができることをねらうものです。 

２）研修計画立案の手順 

計画を立案する際には、研修目的と到達目標を考えます。 

 

（１） 研修目的の設定 

研修目的とは？ 

・研修目的を設定するためには、まず地域特性に加え、研修に参加してもらう人び

と（研修の対象者）の現状や課題をアセスメントする必要があります。 

・研修目的は、研修修了時に期待される成果を示したものです。現実に即しており、

理解可能で、達成可能なものとします。 

・研修目的は、誰でも理解できるように明確に示しておく必要があります。そのた

めにも、研修者を主語とし、「理解する」「習得する」、「身につける」などを述語
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に表現します。 

（２） 到達目標の設定 

到達目標とは？ 

・到達目標を設定するためには、まず、ソーシャルキャピタルを活用した地域保健

事業を進めるために、どのような準備が必要か（準備性）について考える必要が

あります。 

 例）どのような人びとを取り込んでいく必要があるか？ 

   どのような体制をつくる必要があるか？ 

   どのような状態になれば、実現可能か？ 

・研修修了時に、研修目的を達成したことを示すためには、何ができる(どのような

状態になる)ことがよいか、できるだけ具体的に、観察が可能な形で表現します。 

・研修に参加する人びとを主語とし、「何を」「どのように」を含め、「説明できる」

「示すことができる」「理解することができる」「共有することができる」「～の

ような行動をとることができる」などと表します。 

 研修に参加する人びとが様々な職種、所属の人であり、異なる目標を設定する必要があ

る場合もあります。 

 

☆ それでは、研修対象者、研修目的と目標について考えてみましょう。 

研修対象者の特性ごとに目標が異なる場合は、それぞれの研修目標が誰を対象とした目標

なのか、区別する必要があります。 

例） 

対象者：住民 

#1 ―――――――――――――――――――――― 

#2 ―――――――――――――――――――――― 

対象者：保健師 

#1 ―――――――――――――――――――――― 

#2 ―――――――――――――――――――――― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）研修の枠組み・方法を考えてみましょう。 

研修対象者〔                 〕 

研修目的 [                                  ] 

研修目標 ※いくつでも可 

# 1  

# 2  

# 3  

# 4  

# 5  
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 研修を行う対象者、目的、目標を設定できたら、次に、研修の枠組みを考えてみ

ましょう。研修は、長ければよいというものではなく、どのような内容のものを、

１度に何時間行うことが望ましいか、何回必要か、参加のモチベーションを維持し

てもらうために、どのような方法（プログラム）が必要か、講義形式がよいのか、

演習形式がよいのかなどについても念頭に置いて考える必要があります。事前に課

題を出し、実践マニュアルに記載してあるワークを実施してきてもらうなどの工夫

も考えられます。 

 

研修計画表（構成例） 半日（２時間）を４回行う場合 

[    (研修表題)     ]  ○年○月○日～○月○日（△日制） 

 

時期（日時） 研修内容・方法 担当者 目標(#) 

1 日目 

 

テーマ 

対象者 

  

（具体的な内容を簡潔に）  

2 日目    

 

  

3 日目    

 

  

4 日目    

 

  

 

  

演習 

概論と情報交換（GW 等） 

各論（各論と演習） 

演習（各論と演習） 
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３．研修内容の決定 

 この、「地域の健康づくり実践マニュアル」は、盛りだくさんです。実践マニュアルのす

べてのプロセスを、研修形式で行うことは通常困難と考えられます。 

 そのため、保健福祉事業や地域組織活動をソーシャルキャピタルの醸成や活用を図りな

がら推進しようとするうえでの、地域資源や実施体制などにおける課題を整理し、研修を

行う目的・目標、対象者の設定について、十分時間を割いて検討することが重要です。 

 

 合同研修で行うテーマとして考えられるものには、以下のようなものがあります。〈概論〉、

〈各論〉、〈演習〉、〈事例報告〉の順に、例を取り上げます。「地域の健康づくり実践マニュ

アル」の該当箇所のうち、主要なものを、参考までに示しました。 

 

 しかし、すべてやらなければならないというものではありません。半日（２～３時間）

の研修を行う場合、概論もしくは各論＋演習（グループ・ワーク、ワークショップ等）の

構成が考えられますが、どのような構成でどのような内容について行うことが、どのよう

な効果を得られるのか考えることが重要です。〈概論〉、〈各論〉、〈演習〉、〈事例報告〉を必

要に応じて組みあわせて、研修計画を構成していきます。研修は、事業・活動同様、必ず

PDCA サイクルで実施する必要があります。 

 

 必要度を示していますが、各自治体・組織等で必要度は各自治体の状況により異なるた

め、アセスメントを行ったうえで、研修のプログラムに取り入れる必要があります。 

 

〈概論〉 

 概論の説明は、各自治体で「地域の健康づくり実践マニュアル」に記載されている文章

や図を引用し、活用することも可能です。研修の対象者が、どの程度ソーシャルキャピタ

ルや地域保健福祉事業についての知識や理解を持っているか考えて、テーマ及び内容を設

定することが重要です。毎年同じテーマを繰り返すのではなく、必ず一度行った後に評価

し、その結果を踏まえて概論を研修プログラムに加える必要性を判断しましょう。 

 

必要度 テーマ（仮題） 目安時間数 マニュアル該当箇所 

◎ 
ソーシャルキャピタルとは何

か 
60～90 分 第１章（1-1、1-2） 

○ 

ソーシャルキャピタルを活用

した地域保健事業 -その可能

性と意義- 

60～90 分 第１章（1-1、1-2、1-3） 
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〈各論〉 

 各論は必要に応じて行うものです。地域アセスメントに馴染みのない職種や部門と、地

域の現状について共有したいが、知識や理解、認識に差がある場合には、それぞれの職種

別に研修を行い、一定程度の共通知識や理解、認識を得られた時点で、合同研修の形態を

とり、協働で進めていくための研修を計画することなどが考えられます。 

以下に記載したものは、ほんの一部です。活動の維持を図る必要がある場合には、地域の

活動組織を支援する保健師を対象とした、活動の維持支援を目的とした研修が必要でしょ

う。各自治体の状態に合わせて、該当するマニュアル箇所を活用し、研修を企画する必要

があります。 

 

必要度 テーマ（仮題） 目安時間数 マニュアル該当箇所 

○ 地域アセスメントとは 30 分程度 第２章（2-1-1～2-1-4） 

○ 
事業化・地区組織活動と評価と

は 
60 分程度 第３章（3-1-1）、第４章（4-1） 

◎ 
事業・地域の活動の立ち上げ方

法 
60～90 分 第３章（3-1-2～3-1-6） 

◎ 
活動の維持支援 -リーダーシ

ップ機能と協調性の育成-  
90 分 第５章（5-1-1、5-2-1～5-2-3） 

 

〈演習〉 

 演習の進め方については、マニュアル第３章 3-1-3（ワークショップの運営、ファシリテ

ーターの心構え等）を参考にすることができます。演習をとおして、既存の事業や住民の

活動（資源）、地域の課題と最終的にあるべき姿（目的・目標）を共有し、これからについ

て、共に考えることが大切です。演習のグループ分けは異なる部門の人から構成し、共有

することから始めるとよいでしょう。 

 マニュアルを各研修参加者が事前に読んで来て、そのまま演習を開始し、演習作業を行

うなかで相互理解を図っていくことも可能です。必用に応じて、小グループ（各部門・職

種・住民組織・NPO 等）での読み合わせや、ワークを行い、その結果を持ち寄り合同で研

修会や報告会を行う方法なども考えられます。 
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必要度 テーマ（仮題） 目安時間数 マニュアル該当箇所 

◎ 地域を知り共有しよう 
120 分～ 

180 分 

第２章（2-1-1～2-1-5） 
※2-1-1～2-1-5 の中から、未実施もしくは強化
する必要があるもの、他部門と連携するうえ
で共有する必要があるものなどについて、演
習形式で実施します 

※概論や各論の研修後、日数をおいて、各自で
マニュアルにある演習〝Practice”に取り組
むなど、実施した結果を持ち寄り、演習を行
います 

 

◎ 
地域のソーシャルキャ

ピタルを整理しよう 
60 分 

第２章（2-2-1） 

◎ 
事業・活動の計画づく

りをやってみよう 

120 分～ 

180 分 

第３章（3-1-1～3-1-6）  
※複数の部門・職種等に所属する多様な参加者
が、既存の事業や地域の活動を共同で整理
し、全体を俯瞰してみます。どこが不十分か、
不足しているかについて考えてから計画立
案を行うための導入として行います 

※事業・活動の計画を立案するだけでなく、計
画の進捗管理（モニタリング）についての計
画も重要です。今後の進捗管理について、演
習のなかで関係者とともに考え、役割分担を
します 

 

◎ 
事業・活動の計画の評

価計画 
60 分 

第３章（3-1-1）、第４章（4-1～4-3） 
※事業・活動の計画立案以外に、①評価時期、
②評価項目、③評価内容についても整理し、評
価計画を立案する必要があります。演習で関係
者とともに行います 
※PDCA サイクルで展開することの重要性を
講義で学んだ後、具体的にどのように展開して
いくか、演習のなかでともに考えます。同時に、
共通認識や理解を得られたか確認します 
 

◎ 

事業・活動を始めるた

めの体制づくり 

-基盤づくり編- 

120 分 

 

第３章（3-2-1～3-2-4） 
※既に地域で活動している（台帳登録してい
る）ボランティアに、何の役割を担ってもらう
か関係者間で検討します。既に養成した住民ボ
ランティアを活用する場合は、3-2-1～3-2-3 ま
で省略できます 
※ソーシャルキャピタル概論、自治体の方針に
ついての講義（説明会）を開催した後、今後の
体制づくりについてともに考えます。 
そのなかで、地域の課題や地区踏査の結果を伝
え共有することも重要です 
 

◎ 
事業・活動の計画の評

価 
120 分 

第４章（4-1～4-3） 
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〈事例報告〉 

 研修時間があれば、本マニュアル第６章に掲載しているような事例を、可能な限り自分

たちの地域で探し、活動事例を報告してもらうとよいでしょう。 

 また、半年～１年経過後の活動報告会を行うなどにより、モチベーションの向上や継続

の意欲につながり、住民の活動組織や NPO、自治体の部門間の情報共有が図られ、協働の

推進や、連携の強化にもつながる可能性が考えられます。 

 保健福祉事業や活動の状況だけでなく、実施したことによる変化などについても、フィ

ードバックする良い機会になります。 

 

 各自治体によって、地域特性、地域資源、関係機関や住民と行政の関係性（距離）など

大きく異なります。そのため、各自治体の担当者の皆さんが、１つ１つ考えて計画してい

くことが求められます。「地域の健康づくり実践マニュアル」を活用するとともに、本研修

プログラム立案の手引きを参考にして研修を活用しながら、多くの人びとと協働で進めて

いきましょう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 26 年度厚生労働科学研究費補助金（健康安全・危機管理対策総合研究事業） 
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